
 JR東日本 社長の深澤です。

 本日は決算説明会にご参加いただきありがとうございます。
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 4ページをご覧ください。今回の数値目標の変更についてご説明します。

 コロナウイルスの影響を受けて、当社を取り巻く外部環境は大きく変化しました。

 当社としては、コロナの影響がはっきり見通せない中ではありましたが、一定の需要前
提を置き、早期の回復を目指して変革のスピードアップ・2025年度に向けた数値目
標を掲げて取り組んできたところです。

 2023年に入り、ようやくポストコロナの社会が見通せるようになったことから、この度数
値目標を見直すこととしました。

 今回の改定は、コロナの長期化や、外部環境の変化による影響を織り込んだもので
す。

 残念ながら営業利益やROAなど下方修正せざるを得なかった目標もありますが、今
回掲げた目標をしっかり達成できるように、グループ一丸となって取り組んで参ります。
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 5ページです。成長戦略について説明します。

 外部環境の変化を踏まえ、２つの成長戦略を再構築しています。

 １点目は、各事業の強みの磨き上げと融合です。各事業の強みを磨き上げると共に、
セグメント間での融合をはかりながら、当社グループの持つ資産を最大限活用して成
長していきます。

 ２点目に、事業特性に応じたキャッシュフロー経営を行っていきます。セグメントをモビリ
ティと生活ソリューションに分け、モビリティは、コロナ前には戻らないことを前提とした抜
本的な構造改革の元、サステナブルなキャッシュ確保に努めます。

 生活ソリューションでは、事業の中でも成長エンジンを定めた上で、キャッシュを更に増
やしていきます。

5



 各事業の取り組みの主なものを紹介していきます。
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 ７ページです。

 まずはポストコロナで減退してしまった需要の回復に向けてしっかりと取り組みます。

 特に地方から首都圏への流動は当社全体の中でも低いレベルで推移していることから、
他社と連携もしながら流動創造に取り組みます。

 また、同じく需要回復が遅い傾向にあるシニア世代への販売促進も強化していきます。

 併せて足元で急速に回復しているインバウンド需要も、グループ一体となって獲得して
いきます。
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 ８ページです。

 当社は、マーケティングの核としてJRE POINTを据えています。

 長期間かつ幅広くお客さまとの接点を持つこと目指して、JRE POINTのステージ制度
を導入しました。

 また、お客さまのご利用の変化に応じてIT化を推進していきます。

 中・高校生向けモバイルSuica通学定期券の発売開始したほか、Suicaエリアも拡
大しました。さらなるエリア拡大、チケットレス施策を進めて参ります。
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 9ページです。

 運賃・料金に係る施策です。

 3月から、オフピーク定期券の発売開始と、バリアフリー料金の適用を開始しました。

 季節別・時間帯別の需要分散化をはかり、コストの柔軟化を目指して参ります。

 運賃そのもののあり方については、現在国土交通省で委員会が開かれていますが、
今後の柔軟な運賃体系の構築に向けて会社として考えを主張していきたいと思いま
す。
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 10ページです。

 先日、羽田空港アクセス線（仮称）の工事着手について発表しました。

 今回着手する羽田空港アクセス線の開業によって、宇都宮・高崎・常磐方面からの
ダイレクトアクセスが可能になり、東京駅からは約18分で羽田空港に到着できる見込
みです。

 当初2029年度の開業予定としていましたが、２年繰り下がり、2031年度の開業予
定としています。

 全体の工事費は2,800億円ですが、その内当社の工事費は概算で2,100億円を
見込んでいます。
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 11ページです。

 今回のダイヤ改正についてです。上越新幹線の所要時間を7分短縮しました。併せて、
ワンマン運転の拡大を進めています。

 また、今年度から新幹線のスマートメンテナンスを開始しています。

 引き続き技術革新による構造改革に取り組んで参ります。
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 12ページです。

 地方ローカル線に係る協議状況です。

 昨年平均通過人員2,000人未満の線区について収支を開示しましたが、それ以降
地元の皆様との話し合いを重ね、徐々に本格的な議論が開始されてきています。

 引き続き地域の皆様と最適な交通体系について将来に向けた議論を重ね、具体的
な姿や方向性を出せるように進めて参ります。
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 13ページです。

 鉄道事業のオペレーションコスト削減についてです。

 現時点で、当初予定していた1,000億円のオペレーションコスト削減の見通しが立ち
ました。

 この見通しの達成に向けて取り組みを進めていくとともに、今後は外部環境等も考慮
しながら収支改善に努めていきます。
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 14ページ

 流通・サービス事業です。

 エキナカ事業は運輸事業の回復に伴って回復が進んできています。

 今後も店舗の再配置・業態転換等を進めるとともに、インバウンドのお客さま向けの
販売促進も積極的に行っていきます。

 併せてエキソトへの展開も積極的に行っていくとともに、鉄道用地の跡地は収益性の
高い店舗へと再展開していきます。
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 15ページです。

 広告事業では、交通広告はいまだにコロナ前に回復していませんが、デジタル化を推
進するとともに、改めて交通広告の有効性を訴求していきます。

 また、コロナ禍にスタートした各新規事業ですが、成果を少しずつ積み上げつつありま
す。

 今後の拡大に向けて取り組んでいきます。
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 16ページです。

 不動産・ホテル事業です。

 当社の首都圏の開発においては、Tokyo Metropolis Projectとしてコンセプトを定
めて進めています。

 その中で最も大きな高輪ゲートウェイシティ（仮称）についても、複合棟Ⅰの開業ま
で２年ほどとなりました。

 しっかりと工事を進めるとともに、テナントリーシングも進めていきます。
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 17ページです。

 大井町駅周辺広町地区開発（仮称）について先日発表しました。

 2025年度末の開業を目指して現在進めており、営業収益は130億円を見込む大
規模なプロジェクトです。
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 18ページです。

 船橋にて、社宅跡地を活用したまちづくりを進めています。

 また、本プロジェクトでは、東急不動産HDとの包括連携協定を締結しています。今
回の事業以外にも、住宅事業や再生可能エネルギー事業を軸に、幅広い事業連携
を進めていきます。

 回転型ビジネスモデルについては、2023年3月に私募REITを組成しています。
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 19ページです。

 先日、新しいSuica改札システムの導入について発表しました。

 これまで、改札機において運賃計算をしてきましたが、本システムをセンターサーバーに
移行させることで、データ容量等の課題を解消し、様々なサービスの提供を実現させ
ていきます。
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 20ページです。

 先日JRE BANKの設立を発表しました。

 楽天銀行のシステムを活用することとなりますが、本サービス開始によりお客さまとの接
点を拡大してまいります。

 国際事業についてもインド高速鉄道のプロジェクトが進んでおり、電気関係の具体的
な工事も進んでいます。

 また、当社としては初めて海外のエキナカ開発を行いました。
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 21ページです。

 環境については、ゼロカーボン・チャレンジ2050の達成に向けて取り組みを進めていま
す。

 再生可能エネルギー電源の開発や、再エネ価値活用の取り組みを推進していくと共
に、水素社会の実現に向けた取組み等推進していきます。
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 22ページです。

 地方創生については、不動産の開発の他、地域産業や地域人材の育成も取り組ん
でいます。

 また、この４月からはデジタルよろず相談所を各駅において立ち上げます。
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 23ページです。MaaSの活用です。

 現在３つのエリアで地域・観光型MaaSを社会実装しています。

 また、マイナンバーカードとSuicaを紐づけ、Suicaによって認証と決済が両方できる取
組みを前橋からスタートしており、こちらが群馬県全体にGunMaaSとして拡大してい
ます。
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 24ページ、人的資本についてです。

 当社は、変革2027の実現に向けた組織再編に取り組んでいます。

 事業の融合を進めるとともに、権限移譲していくことで、社員一人ひとりの活躍フィール
ドの拡大と、柔軟な働き方により、経営体質の強化をはかります。

 また併せて事業構造の変化に応じ、柔軟な人事運用と人材確保を推進していきます。
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 常務取締役の渡利です。

 私からは、2023年3月期決算実績と24年3月期計画について、ご説明します。
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 26ページです。

 23年3月期の決算では、全てのセグメントが増収増益となり、3期ぶりに営業利益・
経常利益・当期純利益で黒字転換し、フリー・キャッシュ・フローもプラスとなりました。

 一方でセグメント別で見ますと、運輸事業では赤字を計上しています。

 計画対比での補足をします。運輸、流通・サービス事業は、コロナの第7波・第8波の
影響で計画未達となっていますが、不動産・ホテル事業においては、不動産の流動化
の積み増しにより、計画を上回りました。

 その他は計画通りに着地しています。

 連結全体では、営業利益は計画未達となりましたが、当期純利益では受取補償金
の計上もあり、計画を上回って着地しました。

 また24年3月期計画については営業利益2,700億円・当期純利益1,370億円を
見込むとともに、配当については110円を予定しています。
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 27ページは連結営業利益の増減をまとめたものです。

 大きな要素としては、不動産販売事業において、2021年度の実績に対し2022年
度で減少となっている点です。

 その他はご覧の通りです。
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 30ページをご覧ください。

 運輸事業の実績と計画です。下半分に、鉄道運輸収入の実績と見通しを区分別に
掲載しています。

 併せて右下に基礎需要の定常状態も掲載しています。定期外は今年の12月に、定
期は来年4月に記載している定常状態に到達する見込みです。
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 31ページです

 エキナカ事業は、この下期にはコロナ前と同等の水準を見通しています。

 また、広告事業は通期で70%の水準となる見通しです。
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 32ページです。

 各見通しはご覧の通りです。なお不動産販売事業について、今年度は2022年度対
比では減少する見通しです。
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 33ページです

 電子マネー利用件数は、コロナ禍でも高い伸びを実現してきており、今期はコロナ前
比約160%を見込んでいます。
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 35ページです。

 設備投資です。

 2022年度は6,340億円の計画に対して、5,547億円に落ち着きました。半導体不
足により工事の一部繰り下げが発生したこと、福島県沖地震により一部工期が遅れ
たこと、そしてコストダウン努力によるものです。

 2023年度は、高輪ゲートウェイシティの工事の本格化もあり、7,360億円を見込ん
でいます。
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 37ページです。

 22年度実績から23年度計画にかけての営業利益増減の内訳です。

 大きな要素として、Suicaの負債計上時期変更に関しては、今期反動減となります。
また、不動産販売についても、昨年度より減少する見込みです。

37



38



39



40



41



42



 続いて2027年度の数値目標について説明します。
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 44ページです。

 2027年度の数値目標をセグメント毎に分解したものです。
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 45ページです。

 2022年度からの利益の増減要素の推移です。（ ）内は利益率を示しています。

 運輸事業ですが、運輸収入のコロナ前からの回復の他、インバウンドの伸びやバリフ
リー料金等の増加要素を見込んでいます。

 一方でコスト増加もあることから、営業利益は1,780億円を見込んでいます。

 流通・サービス事業については、既存店の成長や新規事業を拡大し利益率を高めて
いきます。
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 46ページです。

 不動産・ホテル事業は各事業の成長と、高輪ゲートウェイシティや大井町等の新規
開業を合わせて成長していきます。

 その他事業はSuica電子マネーやクレジットカード事業、再生可能エネルギー等それ
ぞれでの成長を見込んでいます。
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 47ページです。

 運輸収入の見通しを基礎需要と特殊要素に分解したものですのでご参考としてご覧
ください。

 基礎需要は定常状態としてコロナ前の約９割に到達した後、定期外についてはGDP
成長に連動する形でその先も少しずつ伸びる見通しです。

 その他特殊要素等が追加要素となり、2027年度時点では、全体としてコロナ前の
約96%の水準となる見通しです。
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 48ページです。

 2025年度数値目標と今回発表した2027年度の数値目標の差異を説明したもの
です。特に計画との乖離が大きい運輸事業と流通・サービス事業について記載してい
ます。
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 49ページです。

 キャピタルアロケーションです。

 設備投資においては、投資の区分ごとに投資判断基準を定めて判断していきます。
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 51ページ、株主還元についてです。

 今後の配当方針についてはこれまでと変更はありません。

 引き続き、配当性向30%総還元性向40%を目指して取り組んで参ります。

 併せて業績の動向をふまえ、安定的な増配と柔軟な自社株買いを行っていきます。
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 52・53ページは、個別の事業における具体的な取組みの数値目標です。

 今回数値目標の改定に伴って、KPI目標も新たに27年度をターゲットにし、項目も
増やしています。

 各事業達成に向けて取り組んで参ります。
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 以降は参考です。
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